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平成２４年（ワ）第４９号等 玄海原発差止等請求事件 

原 告  長 谷 川  照  外 

被 告  九州電力株式会社、国  

準備書面１１６ 

（被告国準備書面２５に対する反論） 

２０２５年（令和７年）５月２２日 

佐賀地方裁判所 民事部合議２係 御中 

 

 原告ら訴訟代理人 

弁護士   椛  島  敏  雅 

 

弁護士   東  島  浩  幸  

 

外 

１ はじめに 

本書面では、被告国が提出した準備書面２５のうち第４以下について、令和６年能登半

島地震により、新規制基準における外部電源系の電源設備にかかる規制要求が不十分・不

合理であることがより一層明らかになったことについて、原告の主張を補充して反論する。 

２ 被告国の主張骨子 

 被告国は、準備書面２５の第４以下において（同書面１９～２７頁）、新規制基準に

おける外部電源系の電源設備に対する保安電源設備、設計基準対象施設及び安全施設と

しての規制要求の各内容を確認・紹介した上で、令和６年能登半島地震によって発生した北

陸電力志賀原発の外部電源系の電源設備の損傷について、原子力規制庁の技術情報検

討会での検討内容を踏まえて、現行の新規制基準における外部電源系の電源設備に係る規
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制要求の合理性が左右されるものではないと反論している。 

３ 原告らによる再反論 

 原告らは、既に準備書面３５等において、新規制基準における外部電源系の電源設備に

係る規制要求が、３.１１事故の教訓と反省を十分に活かしきれていない不十分な規制にとど

まっていることを論じているところである。そして、令和６年能登半島地震によって、一般産業施

設と同等の設計要求にとどまっている原子力発電所敷地内の変圧器が損傷して外部電源５

回線のうち２回線が使用できない状況となった。このような事態は、かねてから原告らが準備書

面３５等で主張していた外部電源の脆弱性が改めて浮き彫りとなった形である。 

３.１１事故で得た教訓として、原子力安全委員会や原子力安全・保安院によって、外部

電源の重要性が確認され、抜本的に耐震性・信頼性の向上の必要性が認識されていた。とこ

ろが、新規制基準では、被告らが紹介するとおり、保安電源設備としての規制要求（設置許

可基準規則３３条）については規制内容が強化されているが、その他の規制については依然

として、外部電源系の電源設備に関する規制内容は３.１１事故前から抜本的な改善をみせ

ていない。 

そこで、以下では、新規制基準の内容が不十分・不合理であって玄海原発の安全性を担保

されていないことを詳述する。 

⑴ ３.１１事故で得た教訓 

 ３.１１事故の際、福島第一原発、福島第二原発、女川原発、東通原発及び東海第二

原発の外部電源２２回線のうち、地震後に電力供給ができたのは、女川原発と福島第二原

発の３回線に過ぎず、残りの１９回線は系統中の電源設備のどこかに地震による損傷が生じ

て電力供給が停止した。このうち、津波によって全ての非常用電源も喪失した福島第一原発は

全交流電源を喪失（ＳＢＯ）し、原子炉の冷却が困難となり、メルトダウンに至って大惨事を

招いた。 

 そのため平成２４年３月１４日付けで当時の原子力安全委員会が示した「発電軽水型

原子炉施設に関する安全設計審査指針及び関連の指針類に反映させるべき事項について

（とりまとめ）（甲Ａ３２７）」では、ＳＢＯ対策に係る技術的要件の一つとして、「外部電
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源系からの受電の信頼性の向上」の観点を掲げ、「外部電源系は、現行の重要度分類指針

においては、異常発生防止系のクラス３（ＰＳ－３）に分類され、一般産業施設と同等以

上の信頼性を確保し、かつ、維持することのみが求められており、今般の事情を踏まえれば、高

い水準の信頼性の維持、向上に取り組むことが望まれる」とされていていた（甲Ａ３２７・１

１）。 

 また、地震動などで、一旦、外部電源による電源供給が停止しても、外部電源による安定

的な電力供給を回復することができれば、シビアアクシデント等の重大な事故に至るリスクを低

減できるという考えから、平成２４年３月に原子力安全・保安院が示した「東京電力株式会

社福島第一原子力発電所事故の技術的知見について（甲Ａ３２６）」では、外部電源設

備の迅速な復旧も必要であると指摘されている（甲Ａ３２６・１２）」。 

⑵ 新規制基準の内容が不十分・不合理であること 

ア 外部電源系の電源設備の規制要求の格上げ 

このように新規制基準の策定前には、３.１１事故の教訓を踏まえ、安全施設としての外部

電源系の規制要求をＰＳ－３から格上げすべきであるという意見が、当時の原子力安全委

員会によって示されていた。 

ところが、実際には、被告国が準備書面２５で指摘しているとおり、新規制基準において安

全施設としての規制要求は、事故の発生時は外部電源系による電力供給には期待すべきで

はないという観点から、３.１１事故と同じＰＳ－３という分類に留まっている。 

そうしたなか令和６年能登半島地震によって志賀原発の変圧器が損傷し、再び、外部電源

の規制要求の見直しが議論の対象に挙がった。被告国が引用している令和６年７月に開催さ

れた第６６回技術情報検討会では、杉山智之原子力規制委員が、規制庁職員の森下審

議官の｢外部電源には期待しない｣という発言に対して「やはり、深層防護という観点から、外

電（引用者注｢外部電源｣のこと）が生き残れば、当然そのほうがいいわけですよね。」「外電な

んて壊れてもいいんだといっているわけではない」と発言するなど、変圧器に対する規制要求を引

き上げるといった外部電源の信頼性向上に言及する場面もあった（乙ロ３０３・３８頁）。し
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かし、最終的には、長大な電線路や経由する全ての変電所等の外部電源系全体の規制要求

を引き上げて高い信頼性を確保することは現実的ではないと、これまでの被告国の説明を敷衍

する形で、規制要求のみなしが再び見送られた。 

イ 外部電源設備の迅速な復旧 

また、外部電源設備の迅速な復旧については、新規制基準では、特に規定されていない。 

令和６年能登半島地震によって、志賀原発は、外部電源３系統５回線のうち１系統２

回線が使用不能の状態にあるが、北陸電力の発表によれば、設備の本格復旧には少なくとも

２年以上を要するとされている（甲 A６４９）1。現状の３回線によっても、新規制基準に適

合しているとはいうものの平成２４年３月に原子力安全・保安院が指摘しているように、外部

電源による安定的な電力供給は、シビアアクシデント等の重大な事故に至るリスクを低減する

効果があることは間違いない。このことは、第６６回技術情報検討会においても損傷した変圧

器の早期復旧は重要であると指摘されているところである（乙ロ３０３・３３頁杉山智之原

子力規制委員の発言）。 

このように外部電源設備の迅速な復旧という観点でも、能登半島地震によって３.１１事故

によって認識され放置されていた課題への規制強化の必要性が明らかになった。ところが、この放

置されたままの外部電源の迅速な復旧という項目を新規制基準に設けるべきだという議論は全

く行なわれていない。 

⑶ まとめ 

 令和６年能登半島地震により、原子力発電所敷地内の変圧器が地震動により設計を上

回る加速度あるいは繰り返し応力を受けて故障したことにより、改めて外部電源系の電源設備

の規制要求が不十分であることが再認識された。ところが、原子力規制委員会は、再び、「長

大な電線路や経由するすべての変電所などの外部電源系全体の規制要求を引き上げて高い

信頼性を確保することは（中略）現実的ではない」と安全性の向上を図るために多額のコスト

を要することを理由として、新規制基準の策定時に行なわれていた際と同じ理由で規制強化を

                                            

1 https://www3.nhk.or.jp/news/html/20240724/k10014521991000.html 

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20240724/k10014521991000.html
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見送っている。 

また、志賀原発の外部電源の本格復旧に２年を要することも明らかになっており、外部電源

の迅速な復旧を規制要件とすべきことも明らかになったが、この点については、原子力規制委員

会では議論の対象にすら挙がっていない。 

このように、能登半島地震によって、原子力規制委員会が、再び、外部電源の規制強化の

必要性を認識しながら、コストを理由に規制強化を見送っており、玄海原発の安全性が十分に

担保されていないことは明らかである。 

以上 
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